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空家等対策計画について 

■空家等対策特措法での空家等対策計画の位置付け 

  

 

 

  

資料３ 

※ 国土交通省作成「空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26 年法律第 127 号）の概要」 
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■空家等対策計画策定の目的 （空家等対策特措法 第６条第１項） 

 

空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基本指針に即し、空家

等の関する対策について計画を定める。  

 

■空家等対策計画に定める事項 （空家等対策特措法 第６条第２項） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等

の種類その他の空家等に関する対策に関する基本的な方針  

 

（２）計画期間  

（３）空家等の調査に関する事項  

（４）所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項  

（５）空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進に関する

事項  

（６）特定空家等に対する措置その他の特定空家等への対処に関す

る事項  

 

（７）住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項  

（９）その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

（８）空家等に関する対策の実施体制に関する事項  
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■各項目に係る指針の内容 

空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針 

（平成27年総務省・国土交通省告示第１号） 

（１）空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類そ

の他の空家等に関する対策に関する基本的な方針 

 

（２）計画期間  

 

（３）空家等の調査に関する事項  

 

 

 

空家等対策の対象地区を定めるに当たっては、各市町村における空家等の数

や分布状況を踏まえ、空家等対策を重点的に推進するべき地区を重点対象地区

として定めることが考えられる。 

対象とする空家等の種類は、市町村長による空家等調査の結果、どのような

種類の建築物が空家等となっていたかを踏まえ、重点対象地区を定める場合同

様、どの種類の空家等から対策を進めていくかの優先順位を明示することが考

えられる。 

これらの記載により、空家等対策の今後の基本的な方針を、住民にとって分

かりやすいものとして示すことが望ましい。 

各市町村における空家等の実態に応じて異なることが想定されるが、既存の

計画が定めている期間の住宅・土地に関する調査の実施年と整合性を取りつつ

設定することが考えられる。なお、計画期限を迎えるごとに、各市町村内におけ

る空家等の状況の変化を踏まえ、計画内容の改訂等を検討することが重要であ

る。 

各市町村長が、法第９条第１項に基づき、当該市町村の区域内にある空家等

の所在及び当該空家等の所有者等を把握するための調査その他空家等に関し、

この法律の施行のために必要な調査を行うに当たって必要となる事項を記載す

る。具体的には、例えば空家等の調査を実際に実施する主体名、対象地区、調査

期間、調査対象となる空家等の種類、空家等が周辺に及ぼしている悪影響の内

容及び程度その他の調査内容及び方法を記載することが考えられる。 
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（４）所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項  

 

（５）空家等及び空家等に係る跡地の活用の促進に関する事項  

 

（６）特定空家等に対する措置その他の特定空家等への対処に関する事項  

 

（７）住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項  

 

空家等の適切な管理は第一義的には当該空家等の所有者等の責任において行

われるべきことを記載するとともに、空家等の所有者等に空家等の適切な管理

を促すため、例えば各市町村における相談体制の整備方針や、空家等の利活用

に関心を有する外部の者と当該空家等の所有者等とのマッチングを図るなどの

取組について記載することが考えられるほか、空家等の所有者等の意識の涵養

や理解増進に資する事項を記載することが考えられる。 

例えば、各市町村が把握している空家等に関する情報を、その所有者の同意

を得た上でインターネットや宅地建物取引業者の流通ネットワークを通じて

広く外部に提供することについて記載することが考えられる。その際、空き家

バンク等の空家等情報を提供するサービスにおける宅地建物取引業者等の関

係事業者団体との連携に関する協定が締結されている場合には、その内容を記

載することも考えられる。また、当該空家等を地域の集会所、井戸端交流サロ

ン、農村宿泊体験施設、住民と訪問客との交流スペース、移住希望者の住居等

として活用したり、当該空家等の跡地を漁業集落等の狭隘な地区における駐車

場として活用したりする際の具体的な方針や手段について記載することが考

えられる。 

特定空家等については、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしているも

のであることから、各市町村長が特定空家等に対してどのような措置を講ずる

のかについて方針を示すことが重要である。具体的な記載の内容としては、特

定空家等であることを判断する際の基本的な考え方や、必要な措置を講ずる際

の具体的な手続等について記載することが望ましい。 

例えば、空家等の所有者等自らによる空家等の今後の利活用方針に関するも

のから、空家等が周辺に及ぼしている悪影響に関する周辺住民による苦情まで

幅広く、そのような各種相談に対して、各市町村はできる限り迅速に回答する

よう努めることとし、例えば各市町村における相談体制の内容や住民に対する

相談窓口の連絡先について具体的に記載することが望ましい。 
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（８）空家等に関する対策の実施体制に関する事項  

 

（９）その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項  

 

 

例えばどのような内部部局が関係しているのかが住民から一覧できるよう、

各内部部局の役割分担、部署名及び各部署の組織体制、各部署の窓口連絡先等

を記載することが考えられる。また、協議会を組織する場合や外部の関係団体

等と連携する場合については、併せてその内容を記載することが望ましい。 

各市町村における空家等の実情に応じて必要となる支援措置や、空家等対策

の効果を検証し、その結果を踏まえて計画を見直す旨の方針等について記載す

ることが考えられる。 


